
体制整備等 ／ 調査等 ／ 地域の活性化 ／ 環境保全地域を変えるための切り口
目 ６次産業化の推進 加工・販売促進 ／ 地産地消 ／ グリーン・ツーリズム
的 担い手の育成 新規就農 ／ 研修・訓練 ／ 労働力確保等 ／ 経営改善 ／ 法人化 ／
別 集落営農 ／ 女性活動支援

機械・施設の整備 施設導入 ／ 機械購入
実施主体別 県 ／ 地域協議会等 ／ 地域経営体等

事業名 青森県型地域共生社会の実現に向けた地域経営確立事業（県単・継続）

アピール 農山漁村の経済社会を支えていく個別経営体や集落営農組織などの地域経営
ポイント 体の経営発展や、地域貢献に向けた取組を支援する。

青森県型地域共生社会の実現に向け、地域経営体のレベ 予算額 64,827（千円）
事 ルアップを図る取組を支援するとともに 「地域経営」の、
業 仕組みの確立に向けたモデル集落及びそれを伴走支援する 国 －
の 中間支援組織の育成に取り組む。 内
趣 県 64,827
旨 訳

その他 －

１ 地域貢献型マネジメント定着事業 補助率 標準事業費
事 市町村でのマネジメント部会の開催や、課題解決に向けた
業 地域提案型の取組を支援 ソフト 補助限度額
の （１）連携・協働の場づくり（必須） 定額 2,000千円/
内 （２）地域共生社会の実現に向けた体制づくり（必須） 地域
容 （３）個別経営体及び組織経営体の育成
等 （４）新規就農者の育成・確保

（５）地域資源の発掘・活用
（６）地域支援サービスの推進
（７）地域コミュニティの再生・強化

２ 地域貢献型経営体レベルアップ推進事業 ソフト 補助限度額
地域経営体等の地域貢献の取組及びそれに向けた経営発展 定額 通常分

の取組を支援 ハード ソフト
（１）地域貢献の取組 1/2 1,000千円

新規就農支援、移住定住対策、コミュニティの活性化、 ハード
生活支援サービス 育児支援 買物支援 高齢者見守り等 1,500千円（ 、 、 ）、
教育・福祉活動（障がい者等の就労促進等 、地域資源・）
生産基盤・伝統文化の保全、環境保全活動、交流人口拡大 特認分
等 ソフト

（２）経営力強化の取組 2,000千円
新作物・ＩＣＴの導入、雇用の拡大、販路開拓等 ハード

2,500千円
３ 中間支援組織支援型モデル集落育成事業

ＮＰＯ等の伴走支援によるモデル集落の育成、集落支援マ
ニュアルの作成、研修会の開催及び有識者によるサポート等

《事業実施主体》
１ 地域協議会等 ２ 地域経営体等 ３ 県

【採択要件】
１及び２については、実施計画の審査に基づき支援対象を選定する。

実施期間 令和３～５年度 担 当 構造政策課 農村活性化グループ
（内線５０６３、直通０１７－７３４－９５３４）
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目 体制整備等 ／ 調査等 ／ 安全・安心な農産物生産 ／ 地域の活性化 ／ 中山地域を変えるための切り口
的 間地域振興 ／スマート農業
別 担い手の育成 集落営農

農地の利用集積 農作業受委託 ／ 規模拡大・集団化
実施主体別 県

事業名 次代に引き継ぐ上北地域集落営農活性化事業（県単・新規）

アピール 上北管内の集落営農組織を活性化し、地域の農業を守るため、コアとなる集
ポイント 落営農組織の育成と横の連携を強化し、収益性改善に向けたモデル構築及び次

世代の担い手を育成する。

管内の集落営農組織は、構成員の高齢化や担い手不足に 予算額 4,226（ ）千円
事 より経営の強化が思うように進まなかったことに加え、大
業 規模経営体への優良農地の移転が急激に進行し、米価下落 国 －
の と相まって収益が急速に悪化したことから、５年間で４組 内
趣 織が解散・休止している。 県 4,226
旨 上北地域の集落営農組織が今後も維持し、地域農業の役 訳

割を果たしていくには、コアとなる集落営農組織の育成と その他 －
集落営農組織間の横の連携強化、収益性改善に向けた取組
及び次世代の担い手づくりの取組が必要である。

１ 管内集落営農組織活性化協議会 補助率 標準事業費
事 （１）管内組織のネットワーク形成
業 集落営農組織、農協、市町村、県民局等で構成する協議 －
の 会を設置
内 （２）先進事例調査
容 県外先進事例を調査
等 （３）上北地域活性化セミナー

先進事例、実証結果の報告、有識者等による講演を内容
とするセミナー開催

（４）組織間の話し合いの活性化
複数の組織間での話し合いの活性化を図るため、ファシ

リテーター等の専門家を派遣

２ 集落営農活性化に向けたチャレンジモデル実証 30万円
（１）新たなチャレンジプランの実証 ／組織

集落営農の活性化に向けた新たなチャレンジプランを公 年３組織
募し、作業性や収益性等の実証

３ 次世代の担い手づくりの支援
（１）法人化に向けた若手構成員の育成

組織の将来を担うリーダーを育成するために、若手構成
員を対象としたセミナー開催

（２）新たなオペレーターの確保
組織の新たなオペレーターの確保に向け、組織雇用者や

新規就農者などを対象としたオペレーター育成講習会の開
催

実施期間 令和５～６年度 担 当 上北地域県民局地域農林水産部
農業普及振興室
（直通０１７６ ）－２３－４２８１
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目 調査等 ／ 地域の活性化 ／ 中山間地域振興地域を変えるための切り口
的 ６次産業化の推進 加工・販売促進 ／ 地産地消
別 担い手の育成 女性活動支援

実施主体別 県

事業名 農山漁村女性が伝え継ぐ青森の食と技魅力創造事業（国庫・継続）
【消費・安全対策交付金】

アピール 本県郷土料理の魅力発信と農山漁村女性起業活動の技術、事業の継承を推進
ポイント する。

本県の郷土料理の魅力を県内外の幅広い世代へ情報発信 予算額 8,321（ ）千円
事 するとともに、作り手である農山漁村女性の技術、事業の
業 継承を推進する。 国 2,178
の また 農山漁村女性の起業活動のノウハウを生かし 食 内、 、「 」
趣 に着目した地域課題解決活動のモデル実証に取り組む。 県 6,143
旨 訳

その他 －

１ 伝承すべき郷土料理、食文化の情報発信 補助率 標準事業費
事 （１）本県郷土料理の整理
業 伝承すべき郷土料理をリストアップし、簡単レシピの考 － －
の 案、栄養面の評価を実施
内 （２）レシピ集の作成と動画配信による情報発信
容 （３）農家レストランでの郷土料理スタンプラリーの実施
等

２ 食文化・事業継承の推進
（１）ベテランから若手への技術伝承等研修会の実施
（２）意向調査を基にしたマッチングの推進

３ 地域共生社会につながる地域活動のモデル実証
郷土料理を中心とした高齢者への配食、こども園での給

食提案など、食に着目して課題解決に取り組む地域活動の
モデル実証
《委託先》
農業者グループ等（300千円×6件）

実施期間 令和４～６年度 担 当 農林水産政策課 農業改良普及グループ
（内線４９８９、直通０１７－７３４－９４７３）

-35-



目 安全・安心な農産物生産 ／ 地域の活性化 ／ 中山間地域振興地域を変えるための切り口
的 ６次産業化の推進 加工・販売促進 ／ グリーン・ツーリズム
別 担い手の育成 労働力確保等 ／ 経営改善 ／ 法人化 ／ 女性活動支援

機械・施設の整備 施設導入 ／ 機械購入
実施主体別 県 ／ 個人 ／ 任意団体

事業名 女性起業課題解決・活躍促進事業（国庫・継続）
【地域女性活躍推進交付金】

アピール 農山漁村女性の起業を積極的に支援するほか、女性起業が抱える課題の解消
ポイント に向けた支援を行う。

女性の視点を生かした起業活動を支援し、農山漁村女性 予算額 3,192（千円）
事 の活躍を推進するとともに、次世代を担う女性起業家の育
業 成と地域活動等の発展を図る。 国 451
の 内
趣 県 2,741
旨 訳

その他 －

１ 女性起業の促進 補助率 標準事業費
事 （１）実態調査
業 女性起業の実態・課題を把握するために、起業活動実態
の 調査を実施
内 （２）基礎講座
容 食品衛生法、食品表示の改正など関連法規や技術習得の
等 ための基礎的な講座を開催（各県民局１回）

（３）ステップアップ講座
事業拡大、技術向上のための専門的な講座を開催

（年２地区）
（４）女性起業専用サイトの開設

県ＨＰ内に女性起業の専用ページを開設し、モデルとな
る優良事例や補助事業等の支援策について紹介

２ 起業活動支援
（１）事業経費の補助

新規参入 経営力向上 高付加価値化を目指した事業や 個人・一団、 、 、 １／２以内
加工技術の向上や継承につながる活動に必要な経費を補助 体当たり

《補助金上限額》１件当たり500千円以内 1,000千円
（２）フォローアップ

補助事業活用者に対し、事後アンケート等で追跡調査を
行い、課題解決や経営発展に向けた指導や助言を実施

【採択要件】
１ 事業実施主体

県内で農林漁業に従事している女性、又はこれらの女性が中心となり組織する団体であ

ること。
【令和５年度実施計画等】

未 定

実施期間 令和５～７年度 担 当 農林水産政策課 農業改良普及グループ
（内線４９９０、直通０１７－７３４－９４７３）
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